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   第１章 総則 

 （基本理念） 

第１条 受動喫煙の防止は、受動喫煙があらゆる人の健康に悪影響を及ぼすものであり、

とりわけ子ども及び妊婦（胎内の胎児を含む。以下同じ。）をたばこの煙にさらされる

ことから保護することが重要であることの認識を市民等、子どもの保護者、事業者等、

施設管理者及び市が共有するとともに、四條畷市子ども基本条例（平成２７年条例第３

５号）に掲げる子どもが健やかに育つ環境づくりの観点からも推進しなければならない。 

 （目的） 

第２条 この条例は、市、市民等、保護者及び事業者等の責務を明らかにするとともに、

市民等が自らの意思で受動喫煙を避けることができる環境の整備を促進することにより、

受動喫煙による市民等の健康への悪影響を未然に防止することを目的とする。 

 （定義） 

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１）たばこ たばこ事業法（昭和５９年法律第６８号）第２条第３号に規定する製造た

ばこのうち、喫煙用に製造されたもの及び同法第３８条第２項に規定する製造たばこ

代用品をいう。 

（２）喫煙 たばこに火をつけ、又はこれを加熱することにより、煙（蒸気を含む。以下

同じ。）を発生させることをいう。 
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（３）受動喫煙 他人の喫煙により発生した煙にさらされることをいう。 

（４）市民等 市民及び市の区域内に滞在し、又は市の区域内を通過する者をいう。 

（５）子ども ２０歳未満の者をいう。 

（６）保護者 親権を行う者、未成年後見人、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

第７条第１項に規定する児童福祉施設の長その他の者で、子どもを現に監督保護する

者をいう。 

（７）事業者等 市内で施設を設けて事業活動を行うすべての者及びその団体をいう。 

（８）特定施設 第１種施設及び第２種施設の公共的施設をいう。 

（９）第１種施設 主に多数の子ども又は妊婦が利用する施設（敷地を含む。以下同じ。）

のうち、次に掲げるものをいう。 

イ 児童福祉法第６条の３に規定する事業を実施する施設及び子ども・子育て支援法

（平成２４年法律６５号）第７条に規定する教育・保育施設並びに学校教育法（昭

和２２年法律第２６号）第１条に規定する小学校、中学校、義務教育学校、高等学

校、中等教育学校、特別支援学校及び高等専門学校並びにこれらに準ずるものとし

て規則で定めるもの 

ロ 児童福祉法第５９条の２に規定する認可外保育園（商業施設等の建物内に設置し

ている認可外保育園であって、当該商業施設等が平成３２年４月１日に施行する健

康増進法（平成１４年法律第１０３号）に定める受動喫煙の防止措置を講じている

ものを除く。） 

ハ 国及び地方公共団体の行政機関の施設として規則で定めるもの 

（１０）第２種施設 多数の者が利用する施設のうち、国及び地方公共団体の行政機関の

施設又は庁舎として規則で定めるもの 

（１１）施設管理者 特定施設の管理について権限を有する者をいう。 

（１２）特定屋外喫煙場所 第２種施設の屋外の場所の一部の場所のうち、当該第２種施

設の施設管理者によって区画され、喫煙することができる場所である旨を記載した標

識の掲示及び受動喫煙を防止するために必要な措置がとられた場所をいう。 

（１３）路上喫煙 道路等において、喫煙すること（歩行中又は自転車等に乗車中に喫煙

することを含む。）をいう。 

（１４）道路等 道路（公衆の用に供するものに限る。）、公園その他の公共の場所をいう。 
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（１５）自転車等 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第２条第１項第１０号に規

定する原動機付自転車、同項第１１号の２に規定する自転車並びに同法第３条に規定

する大型自動二輪車及び普通自動二輪車をいう。 

（１６）公共屋外喫煙場所 公共の屋外の場所のうち、喫煙することができる場所である

旨を記載した標識の掲示及び受動喫煙を防止するために必要な措置がとられた場所を

いう。 

 （市の責務） 

第４条 市は、受動喫煙による子ども、妊婦及び市民等の健康への悪影響を未然に防止す

るための環境の整備に関する総合的な施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 市は、市民等及び事業者等の自主的な受動喫煙の防止に関する取組を促進するため、

情報の提供、普及啓発その他の必要な支援を行うよう努めなければならない。 

３ 市は、受動喫煙の防止に関する施策について、市民等及び事業者等と連携し、及び協

力して実施するよう努めなければならない。 

 （市民等の責務） 

第５条 市民等は、受動喫煙が健康に及ぼす悪影響について理解を深めるとともに、他人

に受動喫煙をさせることがないよう努めなければならない。 

２ 市民等は、市が実施する受動喫煙の防止に関する施策に協力するよう努めなければな

らない。 

 （妊婦及び保護者の責務） 

第６条 妊婦及び保護者は、胎内の胎児及びその監督保護に係る子どもに対し、受動喫煙

による健康への悪影響が及ぶことを未然に防止するよう努めなければならない。 

 （事業者等の責務） 

第７条 事業者等は、その事業活動を行うにあたっては、受動喫煙による健康への悪影響

を未然に防止するための環境の整備に取り組むとともに、市が実施する受動喫煙の防止

に関する施策に協力するよう努めなければならない。 

 （関係者の連携協力） 

第８条 市、市民等及び事業者等は、受動喫煙の防止に関する普及啓発その他の必要な施

策の効果的な推進のため、相互に連携を図りながら協力するよう努めなければならない。 

   第２章 特定施設における受動喫煙を防止するための措置 
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（特定施設における喫煙の禁止） 

第９条 何人も、特定施設（次条に規定する特定屋外喫煙場所を除く。以下この条におい

て同じ。）において、喫煙をしてはならない。 

２ 施設管理者は、その管理する特定施設に吸い殻入れ、灰皿その他の喫煙の用に供する

器具又は設備を設置してはならない。 

３ 施設管理者は、次の各号に掲げる区分に応じ、規則で定めるところにより、当該各号

に定める内容の標識を見えやすい位置に掲示しなければならない。 

（１）第１種施設 当該施設の入り口に、当該施設の敷地内の全てが喫煙禁止である旨 

（２）第２種施設 当該施設の入り口に、当該施設の建物内の全てが喫煙禁止である旨 

４ 施設管理者は、その管理する特定施設において、第１項の規定に違反して現に喫煙を

している者を発見したときは、その者に対し、直ちに喫煙を中止し、又は当該特定施設

から退出するよう命ずることができる。 

 （特定屋外喫煙場所） 

第１０条 第２種施設の施設管理者は、その管理する特定施設に特定屋外喫煙場所を設け

ることができる。 

２ 第２種施設の施設管理者は、特定屋外喫煙場所を設けた場合は、特定屋外喫煙場所か

らたばこの煙が流出することを防止するため、規則で定めるところにより、必要な措置

を講じなければならない。 

３ 第２種施設の施設管理者は、特定屋外喫煙場所を設けた場合は、特定屋外喫煙場所の

入り口に、特定屋外喫煙場所である旨並びに子ども及び妊婦の立入りを禁止する旨の内

容の標識を見えやすい位置に掲示しなければならない。 

 （子ども及び妊婦の立入りの制限） 

第１１条 第２種施設の施設管理者は、その管理する特定屋外喫煙場所に、子ども及び妊

婦を立ち入らせてはならない。 

２ 保護者は、特定屋外喫煙場所に、その監督保護に係る子どもを立ち入らせてはならな

い。 

３ 前２項の規定は、業務に従事する者として子ども及び妊婦を立ち入らせる特段の理由

がある場合に限り、適用しない。 

 （立入調査等） 
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第１２条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、施設管理者に対し、受動喫煙

の防止に関する取組の実施状況について報告をさせ、若しくは資料の提出を求め、又は

その指定した職員に、特定施設に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を調査させ、若し

くは関係人に質問させることができる。 

２ 前項の規定により立入調査又は質問をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係人に提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。 

 （指導及び勧告） 

第１３条 市長は、施設管理者が第９条第２項、第１０条第２項若しくは第３項又は第１

１条第１項の規定に違反していると認めるときは、当該施設管理者に対し、必要な措置

を講ずることを指導し、又は勧告することができる。 

 （命令） 

第１４条 市長は、前条の規定による勧告を受けた施設管理者が当該勧告に従わないとき

は、当該施設管理者に対し、期限を定めて、当該勧告に係る措置を講ずべきことを命ず

ることができる。 

（特定施設以外の施設の受動喫煙防止宣言事業者等の認定等） 

第１５条 特定施設以外の施設を管理する事業者等は、第１条に規定する基本理念に賛同

し、第９条又は第１０条の規定による受動喫煙の防止措置を講じた場合、規則で定める

ところにより市長に申請することができる。 

２ 市長は、前項の申請を受理したときは、その内容を審査し、認定の可否を決定する。 

３ 市長は、前項の規定による決定した内容を当該申請者に通知する。なお、認定した場

合に限っては市民にその旨を周知するものとする。 

４ 市長は、認定した事業者等がその要件に満たさないことを確認した場合は、当該認定

を取り消すことができる。 

５ 第２項の規定は、認定の取消し及びその周知について準用する。 

   第３章 道路等における受動喫煙を防止するための措置 

 （路上喫煙の禁止） 

第１６条 何人も、路上喫煙をしてはならない。ただし、次条に規定する公共屋外喫煙場

所での喫煙については、この限りでない。 
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（公共屋外喫煙場所） 

第１７条 道路等の管理者は、その管理する道路等に公共屋外喫煙場所を設けることがで

きる。 

２ 道路等の管理者は、公共屋外喫煙場所を設けた場合は、公共屋外喫煙場所からたばこ

の煙が流出することを防止するため、規則で定めるところにより、必要な措置を講じな

ければならない。 

３ 道路等の管理者は、公共屋外喫煙場所を設けた場合は、公共屋外喫煙場所の入り口に、

公共屋外喫煙場所である旨並びに子ども及び妊婦の立入りを禁止する旨の内容の標識を

見えやすい位置に掲示しなければならない。 

 （子ども及び妊婦の立入りの制限） 

第１８条 道路等の管理者は、その管理する公共屋外喫煙場所に、子ども及び妊婦を立ち

入らせてはならない。 

２ 保護者は、公共屋外喫煙場所に、その監督保護に係る子どもを立ち入らせてはならな

い。 

３ 前２項の規定は、業務に従事する者として子ども及び妊婦を立ち入らせる特段の理由

がある場合に限り、適用しない。 

 （指導及び勧告） 

第１９条 市長は、第１６条の規定に違反していると認める者に対し、当該行為の中止そ

の他必要な措置を講ずることを指導し、又は勧告することができる。 

２ 市長は、規則で定める者をもって、前項に規定する指導又は勧告をさせることができ

る。 

   第４章 雑則 

 （委任） 

第２０条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 （他の法令等との関係） 

第２１条 受動喫煙の防止について、法令等によりこの条例の規定による措置と同等以上

の措置を講ずることとなるよう定めている事項については、当該措置に係るこの条例の

規定は、適用しない。 

   第５章 罰則 
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（罰則） 

第２２条 次の各号のいずれかに該当する者は、５万円以下の過料に処する。 

（１）第１２条第１項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の報告

若しくは資料の提出をし、又は同項の規定による立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌

避し、若しくは同項の規定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし

た者 

（２）第１４条の規定による命令に違反した者 

２ 第９条第１項の規定に違反して特定施設（第１０条に規定する特定屋外喫煙場所を除

く。）において喫煙をした者で、当該施設の施設管理者による喫煙中止又は当該特定施設

からの退出命令に従わない者は、１，０００円の過料に処する。 

３ 第１９条の規定による勧告に従わなかった者は、１，０００円の過料に処する。 

   附 則 

 この条例中第１条から第８条まで及び第１５条の規定は公布の日から、その他の規定は

平成３１年１０月１日から施行する。 


